
検 波 方 式 が 準 尖 頭 値 検 波 方 式 で あ り 、 各 測 定 周 波 数 帯 に お け る 応 答 特 性 は 、 次 の 表 に 示 す 基 本 特 性

を 有 す る こ と 。
項 目

基 本 特 性

一 〇
k
H
z
を 超 え 一 五 〇
k
H
z
以 下

の 測 定 周 波 数 に お け る も の

一 五 〇
k
H
z
を 超 え 三 〇

M
H
z

以 下

の 測 定 周 波 数 に お け る も の

検 波 器 よ り 前 の 段 の 六 デ シ ベ ル 低 下

の 通 過 帯 域 幅 二 〇 〇 ヘ ル ツ 九 キ ロ ヘ ル ツ

検 波 器 の 充 電 時 定 数 四 五 ミ リ 秒 一 ミ リ 秒

検 波 器 の 放 電 時 定 数 五 〇 〇 ミ リ 秒 一 六 〇 ミ リ 秒

指 示 計 の 機 械 的 時 定 数 一 六 〇 ミ リ 秒 一 六 〇 ミ リ 秒

検 波 器 よ り 前 の 段 の 過 負 荷 係 数 （ 入

出 力 特 性 が 直 線 性 か ら 一 デ シ ベ ル 離

れ る と き の 入 力 値 対 指 示 計 が 表 す 最

大 値 の 比 。 以 下 同 じ 。 ）

二 四 デ シ ベ ル 三 〇 デ シ ベ ル

検 波 器 と 指 示 計 器 の 間 に 挿 入 す る 直

流 増 幅 器 の 過 負 荷 係 数 六 デ シ ベ ル 一 二 デ シ ベ ル

附 則

こ の 告 示 は 、 公 布 の 日 か ら 起 算 し て 六 月 を 経 過 し た 日 か ら 施 行 す る 。
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総合特別区域基本方針の一部変更について
総合特別区域法（平成23年法律第81号）第７条第６項において準用する同条第３項の規定に基づき、
総合特別区域基本方針（平成23年８月15日閣議決定）の一部を次のとおり変更する。
第一の１中「、税制」を「及び税制」に改める。
第一の４中「特例措置、税制・財政及び金融上の支援措置」を「特例措置等」に改める。
第二の１の|を削り、同}中「、推進ＷＧの庶務」を削り、「国と地方の協議会の庶務」を「内閣総
理大臣が行う指定、認定等に関する事務」に、「国際競争力強化方針又は地域活性化方針の策定」を「総
合特区推進方針の策定、国と地方の協議会の庶務」に、「又は認定」を「、認定等」に改め、同}を|

とし、同~を}とする。
第二の３の|中「ともに、推進ＷＧの議を経て」を「並行して」に改める。
第二の５の{のイ）中「特例措置、」の次に「法第14条の２第１項第１号又は第37条の２第１項第１
号の特定事業（以下「構造改革特区法の特定事業」という。）に係る構造改革特別区域法（平成14年法
律第189号）第４章の規定による規制の特例措置（以下「構造改革特区の規制の特例措置」という。）
及び」を加える。

第二の５の}のウ）の見出し中「特例措置等」を「特例措置及び構造改革特区の規制の特例措置」
に改める。
第二の５の}のウ）中「また、当該総合特区に係る国と地方の協議会における協議を通じて実現し
た規制の特例措置等」を「当該総合特区に係る規制の特例措置及び構造改革特区の規制の特例措置」
に、「規制の特例措置等を」を「特例措置を」に改め、「という。）が」の次に「総合特区の目標の達成及
び政策課題の解決への寄与の観点から」を加え、「規制の特例措置等の評価」を「場合」に改め、「され
た規制の特例措置」の次に「及び構造改革特区の規制の特例措置」を、「こととする。」の次に「なお、
構造改革特区の規制の特例措置に係る要件の見直し等については、別途、法第14条の２第４項又は第
37条の２第４項の規定により適用される構造改革特別区域法第47条の規定に基づき、構造改革特別区
域基本方針（平成15年１月24日閣議決定）に定めるところにより評価を行うものとする。」を、「要件の
見直し等」の次に「（構造改革特区の規制の特例措置に係るものを除く。ただし、当該構造改革特区の
規制の特例措置について、総合特区のみに適用される要件の見直しを行う場合にはこの限りでない。）」
を加え、「推進ＷＧへ」を「本部へ」に改め、「、推進ＷＧを通じ」を削る。
第二の５の}のエ）中「特例措置など」を「特例措置及び構造改革特区の規制の特例措置」に、「推
進ＷＧ」を「本部」に改める。
第二の５の~中「特例措置については、規制の特例措置等の」を「特例措置及び構造特区の規制の
特例措置については、」に改める。
第二の５の�のÞ）のイ）中「第15条第２項」の次に「（第14条の２第５項の規定により読み替えて
適用される場合を含む。）」を、「第38条第２項」の次に「（第37条の２第５項の規定により読み替えて適
用される場合を含む。）」を、「定められた」の次に「特定総合特区事業及び構造改革特区法の特定事業
の」を加え、同エ）中「第16条第２項」の次に「（第14条の２第５項の規定により読み替えて適用され
る場合を含む。）」を、「第39条第２項」の次に「（第37条の２第５項の規定により読み替えて適用される
場合を含む。）」を、「に対して、」の次に「特定総合特区事業及び構造改革特区法の特定」を加え、「事業
の実施体制」を「実施体制」に改め、同カ）中「推進ＷＧ」を「本部」に、「手続き」を「手続」に改
め、同キ）中「推進ＷＧにおける審議」を「関係府省との協議」に改める。
第二の５の�のß）のイ）のｂ）中「特例措置、」の次に「構造改革特区の規制の特例措置又は」を
加える。
第二の６の|を次のように改める。
| 経済社会の構造改革の推進に関する施策との連携
指定地方公共団体が、総合特区計画に構造改革特区法の特定事業に係る事項を定め、当該総合
特区計画について内閣総理大臣の認定を受けたときは、当該認定を構造改革特別区域法第４条第
９項の認定とみなす等して、同法第４章の規定を適用することとされている。これにより、構造
改革特区の規制の特例措置は、指定地方公共団体からの提案や法令の一部改正を待つことなく、
又は構造改革特区計画の認定を別途受けることなく、総合特区においても活用することが可能と
なっている。
こうした措置を踏まえつつ、関係府省及び地方公共団体は、各地域が総合特区において目指す
政策課題の解決等に向けて規制の特例措置を整備するに際しては、構造改革特別区域法に基づく
構造改革特別区域制度等、経済社会の構造改革の推進を図る施策と連携を図っていくこととする。
第三の２の{のã）中「実現や規制の特例措置」を「実現又は規制の特例措置若しくは構造改革特
区の規制の特例措置」に改める。
第三の３の{中「８月末」を「９月末」に改める。
第三の３の}のÞ）のイ）中「（必要に応じ設定）」の次に「及び法第14条の２第１項第３号又は第37

条の２第１項第３号の特定事業実施区域（以下単に「特定事業実施区域」という。）として想定してい
る区域（必要に応じ設定）」を加える。

〇 総 務 省 告 示 第 三 百 四 十 七 号

電 波 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 四 号 ） 第 四 十 六 条 の 二 第 一 項 第 二 号 の ^ _

の 規 定 に 基 づ き 、 送 信 装 置 の 出 力 端 子 に 誘 起 す る 高 周 波 電 圧 の 測 定 器 を 次 の と お り 定 め る 。

な お 、 昭 和 六 十 二 年 郵 政 省 告 示 第 百 三 十 一 号 （ 送 信 装 置 の 出 力 端 子 に 誘 起 す る 高 周 波 電 圧 の 測 定 器

を 定 め る 件 ） は 、 廃 止 す る 。

平 成 二 十 五 年 九 月 九 日 総 務 大 臣 新 藤 義 孝
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